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1. はじめに 

2011 年の新潟・福島土砂災害，2014 年の広島市土砂

災害など，地球温暖化に伴う気候変動により集中豪雨や

それに伴う水害・土砂災害が全国各地で発生しており大

きな社会問題になっている 1)．図 1 は広島市土砂災害の

状況であり，身元が判明した被害者の約半数が 65 歳以上

の高齢者であった．広島県では大雨による土砂災害発生

の危険性が高まった場合，広島県と広島地方気象台が共

同発表する土砂災害警戒情報に頼っている．しかし，こ

の情報から広域な状況は把握できたとしても局地的な警

戒には及ばないため，住民には切迫感がなく逃げ遅れて

被災するケースが問題点として浮上する．災害後，避難

勧告発令時期の検証も行われているが 2)，一人ひとりが

自分で考えて避難行動を起こすに至るだけの情報が不足

していたものと考える．自らの困難な問題に対しては，

まずは自分自身が考え，行動して，問題の解決を図るよ

う努めることが大切である． 

したがって，このような自然災害に対して，早い段階

で何が起きたのか，現状はどうなっているのか，このま

ま建物内に留まってよいのか，などの情報を一早く正確

に把握できる手段があれば，大きな減災効果が期待でき

る．すなわち，減災のポイントは，住民自身が避難する

か否かを独自で判断できるだけのミクロな情報をリアル

タイムに配信することにあると考える．携帯電話，スマ

ートフォン，タブレットといった軽量で持ち運びが容易

な情報機器端末をうまく利用することで，利用者が手元

で自然災害の危険度を確認することができれば，より有

用であると考える． 

このような背景を基に，本研究では水害・土砂災害に

おける二次的災害を軽減する目的で，ICT とセンサ技術

を活用し，居住地域の水害の状態をリアルタイムに収集

し，住民に避難情報を配信するシステムの構築を目指す．

構築するシステムは，簡易なパッシブ型水位センサとそ

の出力をもとに避難情報を生成する避難判断評価手法か

ら構成される点に新規性がある．さらに，大規模な情報

配信システムに比べ設置や維持管理のコスト面で優れて

いるという有用性を重視する．本システムを構築するこ

とで，自分の足元で何が起きているかの情報をいち早く

知り，一人ひとりが自分で考え行動を起こすきっかけと

なり得ると考えている． 

本論では，試作した簡易なパッシブ型水位センサの基

礎的実験結果に関する考察と，その水位を避難情報に変

換する避難判断評価手法について述べ，避難情報配信シ

ステムの実装可能性について報告する． 

 

２. 災害情報配信システムの現状 

広島県での土砂災害警戒情報は，広島県と広島地方気象

台が連携して発令する防災情報である 3)．図２に示すよう

に広島県内を５km×５kmのメッシュに分割し，それぞれの

メッシュごとに過去の土砂災害の記録をもとに土砂災害の

発生を示す限界基準線（CL 線）を決定している．さらに，

各５kmメッシュの中を１km メッシュで分割し，土砂災害警

報情報を判定している．具体的には，レーダー雨量の測定

値をベースに地上で観測された雨量計のデータでキャリブ

レーションを行い，県内の各１kmメッシュにおける降雨量

を計算で求めている 4)．アメダスなどの雨量計情報は，キ

ャリブレーションとして利用されており重要な情報だと判

断している．ただし，アメダス観測網は平均 17km メッシュ

であり，観測記録情報としては十分とは言えない．また，

アメダスのデータは NTT の電話回線に依存しているため，

障害を生じた場合や豪雨時の末端無応答による障害も生じ

るなどの問題も指摘されている． 

 

 

図 1 2014 年 8 月豪雨による広島市の土砂災害 1) 
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図 2 広島県土砂災害危険度情報 3) 

 

３. 無線型水位センサの構成と原理 

３.１ 水位センサの概要 

水位センサ開発のアプローチは，「住宅街の側溝等の水位

の上昇をセンシングし，水位の状態を低中高の３段階で出

力する．」「センサデータは無線通信を利用してサーバマシ

ンへ転送する．」の２点に絞り込んだ．主な水位センサとし

て，気泡式，リードスイッチ式，水圧式，超音波式，レ

ーザ型，フロート式，静電容量式などが挙げられる 5)．

これらの水位センサのうち，コストと精度のバランスが

取れている，静電容量式もしくはフロート式のいずれかを

採用することを検討している． 

 

３.２ 構成と原理 

（１）静電容量式 

静電容量式センサは，図 3 左に示すように，２本のアル

ミ電極（コンデンサ）で構成される．コンデンサに蓄えら

れる静電容量は，電極間に存在する水の誘電率に比例する

ため，水位の変化を静電容量に変換して検出することがで

きる．電圧を V，電流を I，容量性リアクタンスをܺc，パ

ルス周波数を f，コンデンサの静電容量をݔܥとすると,これ

らの関係は(1),(2)式で表せる． 

 (1)                    ܿܺ/ܸ=ܫ

 (2)                  (ݔܥ݂ߨ2)/1=ܿܺ

ここで式(2)を式(1)に代入すると，式(3)が得られる． 

 V                 (3)ݔܥ݂ߨ2=ܫ

したがって，静電容量ݔܥの変化を電流 Iの変化として検出

できる．その電流を電圧に変換し，読み取る． 

 

（２）フロート式センサ 

側面に取り付けた 2 つの磁気センサと，円筒内を移動す

る磁石付きフロートから構成される．水位の変化に伴って

円筒内の磁石付きフロートが直線変位する．このフロート

の位置を 2 つの磁気センサで検知する．フロートの位置と

センサ出力との関係を図 4 に示す．まず，フロートの位置

が最も低い場合は，センサ 1 のみ出力がある．次に，フロ

ートが 2 つのセンサの間に位置する場合は，センサ 1，2

ともに反応する．最後に，フロートの位置が最も高い場合

は，センサ 2 のみ出力がある．このようにすれば，水位を

3段階で検出することができる． 

 

 

図 3 静電容量式（左）とフロート式（右） 

 

 

図 4 フロート式センサの出力の様子 

 

３.３ 試作したセンサ 

試作した静電容量式センサとフロート式センサの外観

写真を図 5 に示す．まず，静電容量式センサは，電源電圧

V =5.0V，パルス周波数 f	 =100Hz として駆動している．

静電容量ݔܥに比例した電流を電圧に変換し，Arduino で取

り込み，無線通信 Xbee でサーバ PC へデータを転送する． 

 

図 5 試作したセンサの外観写真 
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一方，フロート式センサは，磁気センサとして Allegro 

A13246)を使用し，磁石にはサマコバ磁石 7)を用いた．Allegro 

A1324 はホール効果を利用したセンサで，広い周囲温度範囲

(-25℃～70℃)に渡って動作する．安価であるが，低雑音出力

という特長がある．2 つの磁気センサの出力は静電容量式と

同様にArduinoで取り込み，無線通信XbeeでサーバPCへ転

送する． 

 

３.４ 実験水槽による検証実験 

（１）実験水槽の概要 

本実験では 2 種類の水槽を使用した．一つは一辺が

300mm 四方の実験水槽である．もう一つは風洞水槽で，

長さ 13m，幅 0.40m，高さ 0.55ｍであり，その一端にイ

ンバータ式の送風機，他端に消波装置を有している．波

高の測定にはサーボ型波高計，浮体の応答は加速度計な

らびに非接触型変位計を使用している．送風機と浮体及

び波高計までの距離は 8m である．図 6 に各水槽の概要を

示す． 

 

(a) 実験水槽 

 

 

(b) 風洞水槽 

図 6 実験に用いた水槽 

 

（２）水位測定実験 

試作した 2 つの水位センサの動作を確認するため，実

験水槽の側面に両センサを固定し，一定量で水道水を

270mm まで注入し，センサ出力を観測した．水位の上昇

速度は，12mm/min, 36mm/min, 110mm/minの 3段階とし，

センサデータのサンプリング時間は 1.0sec とした．なお，

この上昇速度はアメダスが観測する「猛烈な雨（1 時間

に 80mm 以上の雨）」の数十倍に相当する． 

図 7(a)に静電容量式，(b)にフロート式の測定結果をそれ

ぞれ示す．横軸は時間，左縦軸はセンサ出力，右縦軸は水

位である．水道水の注入を開始した時間を 0s としており， 

3 本の直線がそれぞれの場合における実際の水位である． 

 静電容量式の出力は，水位 100mm ほどまでは線形に上

昇しているが，それ以降はある値で飽和し，かつ変動が大

きい．これはコンデンサの設計と電極の製作精度の問題で

あり，線形に変位する部分までが有効測定範囲となる．本

研究で目的とする検出精度は，安全，注意，危険といった

3 段階で水位を識別できればよいので，測定範囲を考慮し

てコンデンサを設計し，さらに 2 つの電極のうち 1 つを物

理的に 3 分割して，それぞれの電極から 3 段階の出力を得

るなどの工夫をすれば十分に対応できると考える． 

 次に，フロート式の 2 つの磁気センサの出力は，図 7(b)

に示すように，いずれの場合においても水位の上昇に追

従してフロートの位置を検知できている．センサが反応

を開始した水位はいずれも水位が 210mm 程度であり，

磁石付きフロートが水位の上昇速度に追従していること

もわかる．したがって，図 4 で示した通り水位を 3 段階

で検出可能であることがわかった．ただし，中水位の検

知範囲を拡大するためには，センサ間のマージン，セン

サの数あるいは磁石の大きさ等を検討する必要がある．  

 

 

(a) 静電容量式センサの出力 

 

 

(b) フロート式センサの出力 

図 7 水位を一定速度で上昇させたときの実験結果 

 

（３）波がセンサ出力に与える影響の調査 

風洞水槽を用いて，波がセンサ出力に与える影響を観

察した．図 8 に風洞水槽にセンサを取り付けた写真を示
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す．送風機とセンサまでの距離は 8m である．図 9 に電

容量式，図 10 にフロート式の測定結果をそれぞれ示す．

横軸は時間，左縦軸はセンサ出力，右縦軸は波高である．

風速は，2m/sec と 12m/sec である．この風速は，気象庁

で公表されている強風域（平均風速 15m/s の領域）に相

当する． 

 

図 8 実験の様子 

 

 まず，図 9(a)に示すように，静電容量式の場合，風速

2m/sec では波は観測されず，センサ出力は 1.2～1.5V 程

度になっている．次に，風速 12m/sec では，図(b)に示す

ように波高が 40mm 程度であるが，センサ出力は風速

2m/sec のときと比較して，ほぼ同程度の値となっており，

波がセンサ出力に与える影響は小さいと考えられる． 

 
(a) 風速 2m/sec 

 

 

(b) 風速 12m/sec 

図 9 波がある場合における静電容量式センサの出力 

 

次に，フロート式では，図 10 に示すように風速 12m/sec

で波高が 40mm 程度あっても，2 つのセンサ出力はほぼ一

定である．フロート式は，円筒底面から水が流入出する仕

組みであるため，液面近くでの波の影響はほとんど受けな

い．したがって，いずれのセンサも波が水位計測に与える

影響を考慮する必要はないと考える． 

 

図 10 風速 12m/sec におけるフロート式センサの出力 

 

３.５  センサの水位判定 

図 11 は，危険度情報配信のための閾値である．横軸

に経過時間をとり，縦軸に時間雨量水位閾値と累積雨量

をとっている．累計雨量 150mm を累計雨量水位閾値 1 と

し，累計雨量 200mm を累計雨量水位閾値 2 と定めた．広

島の過去の事例を参考として，過去の時間雨量観測結果

を基に設定したものである 8), 9)．これで降水量の定量的

な評価をしている．累積雨量 250mm を超過すると，土砂

災害が集中発生する危険域になる（土砂災害集中発生す

る危険がある）．ここで示した結果を併用して開発した水

位センサ情報より雨量判定の定量的評価を行う． 

たとえばフロート式の場合，図 4 で示した出力結果か

ら，磁気センサ 1 のみが反応する低水位，センサ 1 と 2

の両方が反応する中水位，センサ 2 のみが反応する高水

位の３分割にした避難情報を設定できる．低水位を「平

常時」として緑色表示する．次に，中水位は「避難準備

高齢者等避難開始・自主避難」とし，黄色表示とする．

この時には「災害時要援護者」など一人で避難できない

「災害弱者」は避難を始める．図 11 では 150mm 未満の状

態に相当する．そして， 高水位は「避難指示（緊急）」

とし赤色表示する．図 11 では，150mm 以上 200mm 未満の

状態に相当する．具体的な関係性に関しては，現在計画

中のフィールド実証試験を通して検証する予定である． 

 

 

図 11 危険度情報配信のための雨量水位閾値 
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４．減災情報配信システムのフレームワーク構築概要 

 現在，広島の土砂災害危険度マップより選定した地区

を対象にフィールド実証試験を計画中である．図 12 はフ

ィールド試験で考案中の情報配信システムの機能構成

（イメージ）である．本システムでは，前述した水位セ

ンサの出力が，マイコンボードである Arduino に読み込

まれ，クラウドサーバー（DB サーバ，AP サーバ，Web サ

ーバ）に転送される．転送されたセンサ出力に対し，デ

ータ処理機能ブロックが，水位判定指標値を計算，デー

タベース上にある判定閾値と測定値を比較して，避難情

報を発信する． 

本システムは災害の危険度を見える化し分かりやす

い情報を川下の住民へ的確な情報として配信するシステ

ムとして考えており，特徴は以下に示すとおりである． 

① 個人の意志行動の補助をすることである．具体的に

は，災害情報を即時に入手し，自らの意志で行動す

ることを支援する． 

② リアルタイム災害情報の共有化である．本システム

では，自然災害時において，個人・企業・地域が協

働して仕組みを活用できる． 

 

 

図 12 減災情報配信システムの機能構成（イメージ） 

 

 本システムは，自助，共助，公助の助けになり得る．

自助としては，メールアドレスを登録することで携帯な

どにオンサイトに近い情報を受信できる．本情報はオン

サイト情報なので信頼性が高く，行政の避難勧告を待つ

ことなく，住民一人ひとりが自己判断で避難行動をとる

ことが可能である．また，家族や隣近所でお互いに近く

にいる隣人同士が助け合う共助として，いつでもどこで

も配信情報を受け取ることが可能となるため，向こう三

軒両隣が助け合うことで災害弱者と呼ばれる一人暮らし

の高齢者，障害者などにも情報を伝達でき，早期の避難

を促すことができる．さらに，公助としては，本システ

ムを行政の防災システムとリンクすることで，行政から

信頼性の高い情報をいち早く確認できるため，災害対策

や救助派遣など早期に対応でき，2 次災害を減災する方

策として役立てることが可能となる． 

 

５. 結論 

本研究では，住民が自主防災するため，ローコスト化

を追求して機能を絞った簡易水位センサを開発し，室内

実験において様々な検討を実施した．得られた知見を以

下に示す． 

① コストと精度のバランスのとれた簡易なパッシブ型

の水位センサを開発し，定量的な評価軸を設定でき

ることが確認できた． 

② 水位をデジタル化して避難情報に変換し配信する

評価手法を定量的に確認した． 

③ 多点での水位情報をネットワーク化することで，川

下の住民へ視覚的に捉えやすい情報として伝達す

ることが可能な情報配信システムへ応用できる． 

今後は，広島の土砂災害危険度マップより選定した地

区を対象にシステム構築を図りフィールド実証試験を実

施する予定である．早期のシステム展開ができるよう，

ハード・ソフトの問題点を洗い出し行政や地域住民の協

力のもと地域連携を図りながら進めていきたいと考えて

いる． 
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This research aims to construct an information distribution system that allows residents to make evacuation 

action on their own by distribution the state of floods in the residential area in real time utilizing ICT and sensor 

technology, in order to reduce secondary disasters in flood and landslide disasters. The information distribution 

system is assumed to consist of simple passive type water level sensor and evacuation evaluation method digitizing 

its water level and converting it into signal. In this paper, a simple low-cost water level sensor system is developed, 

and various investigations in laboratory experiments are conducted. 

 

Following is the knowledge gained from this study. 

1. It was confirmed that a simple passive type water level sensor with a good balance between cost and 

accuracy is developed and the quantitative evaluation axis can be set.  

2. The evaluation method that digitize the water level and convert it to signal and distribute it is 

quantitatively confirmed 

3. By utilizing the developed water level sensor and networking the water level information at multiple 

points, accurate information can be distributed to downstream residents with visible and easy to 

understand information. The water level sensor is conformed to be used as the sensor part of the 

information distribution system. 

 

In the future, further research is planned to construct the system for the districts selected from the landslide 

hazard map of Hiroshima and carry out the field verification test. In order to enable early system development, we 

are trying to identify the problems of hardware and software and coordinate with area community with cooperation 

of the administration and local residents. 
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